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１Ｄ０４ 

研究活動を支援する技術系人材の活動成果分析 

 

 
○根本 正博（日本原子力研究開発機構） 

 

 

 
１．はじめに 

今年度から第５期科学技術基本計画が開始され、我が国発のイノベーションの創出に向けて、各主体

が持つ力を最大限発揮できる仕組みを構築するため、４本柱の取組が推進されている[1]。それらの柱の

うちの一つが科学技術イノベーションの基盤的な力の強化であり、知的プロフェッショナルとして科学

技術イノベーションを担う人材についての人物像が言及されている（図表１）。日本原子力研究開発機

構の中核拠点である原子力科学研究所は原子力に関する多種多様な研究施設・設備を保有しており、そ

れらを支える技術系人材は研究施設・設備の維持管理・改良等に不可欠であり、国立研究開発法人の一

つとして技術系人材の知識やスキルの一層の向上を実現していくことが求められている。 

図表１ 第５期科学技術基本計画で設定された科学技術イノベーションを担う人材と国の取組み 

 

日本原子力研究開発機構ではさまざまな高度な能力を有した研究系人材と技術系人材が活躍してお

り、それらの人材が創出した研究技術開発の成果が公開されるとともに[2]、それらの人材による連携に

より極めて高性能な先端測定機器の商品化開発に成功するといった実績も積み重ねている[3]。その開発

プロセスをモデル化して機能分析する過程で、高度な技能を有する技術系人材に着目して、育成システ

ムの分析を行い[4]、育成スキームの備えるべき機能について言及してきた[5] [6]。しかしながら、実際

の技術系人材の活動実績を基にした定量的な分析は検討課題として今なお残されたままである[7]。 
本稿では、原子力科学研究所のホームページ[8]で公開されている技術系人材の研究技術開発の実績

を利用して[7]、技術系人材の基盤的能力について分析を試みる。なお、本稿では分析対象とする研究技

術開発成果として既に公開されている論文等を利用するが、必ずしも所属する組織を代表するものでは

ない発表者の見解が含まれている。 
 

２．技術系人材に係る研究発表の動向 

本年次会合では、研究技術開発に取り組む人材等に関する議論のために、ホットイシューでその時々

で注目されているテーマに係るセッションが設けられるとともに、恒常イシューで「技術経営」、「人材」、

「研究・イノベーション政策」といったさまざまなセッションが設定されてきており、人材に係る研究

の成果を知ることができる。本稿では過去４年間の 966件を対象として、技術系人材に係る研究発表の

動向を探るために計量書誌学的分析を行った。 
技術系人材をテーマとして設定する研究発表を把握するために、「技術」「人材」といった語句を含む

発表タイトルの表記に着目した。まず科学技術という幅広い概念を含む語句について出現傾向を分析し

た結果、この４年間で「科学技術」に関する発表が増加していることが判明した（図表２）。さらに、「科

学技術」以外に「＊＊技術＊＊」といった形態で「技術」に関する発表案件を抽出した結果、明瞭では 

高度な知の創出と社会実装を推進するため

に必要な人材 
キャリアパスの確立と人材の育成・確保のための国の取

組 
①研究開発プロジェクトの企画・管理を担

うプログラムマネージャー 
②研究活動全体のマネジメントを主務とす

るリサーチ・アドミニストレーターURA 
③研究施設・設備を支える技術支援者 
④技術移転人材 
⑤大学経営人材 

①多様な人材の育成方策について検討する場を設ける。 
②産学官協働による大学・大学院教育改革を促進する。 
③博士人材のデータベースの整備・活用等を推進する。 
④必要な人材に関して、職種ごとに求められる知識やス

キルの一層の明確化を図る。 
⑤技術者育成に向けた教育改革を促進する。 
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分析候補者Ａの成果は著作物と口頭発表の合計で 40 件あるが、著作物と口頭発表の両方とも筆頭著者

が 1 件に留まっている。分析候補者Ｂの成果は著作物と口頭発表の合計で 47 件に及んでおり、口頭発

表での筆頭著者が 8件もある一方で、筆頭の著作物が全くない。このような特徴に着目して、これら両

名を分析対象者に設定した。 

 
（２）分析と考察 

個々の成果における分析対象者の貢献度合いを推定するために、当該研究技術開発に従事するグルー

プの構成員数、著者名順位による研究技術開発での位置取り等を分析した。貢献度合いを可視化するた

めに、全ての成果について著者名の順位を調べ、登録された全発表者数に対する著者順位の割合を分析

した。 
 

（ⅰ）分析対象者Ａ 

分析対象者Ａの成果のうち著作物を分析するにあたって、著者名の順位を全発表者数でノーマライズ

した。この数値が１であるときは、最終著者であることを示しており、当該研究技術開発において指導

的立場にあることが推

測できる。一方、順位が

下位から上位になるに

つれ、当該研究技術開発

で相応の開発責任を持

って分担開発に従事し

ていると推定できる。 
図表４は、著作物案

件についてまとめたも

のであり、筆頭著作物に

ついて区分している。こ

の結果から、少人数の研

究技術開発においては

指導的役割を発揮して

おり、大人数の研究技術

開発では応分の分担を持    図表４ 対象者Ａの著作物案件における発表者数に対する著者順位 
って研究技術開発に従事 
していることが窺える。 

口頭発表についても分析した結果、同様な傾向がみられており、これらの結果から、分析対象者Ａが

高度な技能を有することが明らかになった。 
 

（ⅱ）分析対象者Ｂ 

分析対象者Ｂについ

ても、分析対象者Ａと同

様な方法で分析を行っ

た。図表５は、口頭発表

案件についてまとめた

ものであり、最終著者と

して位置づけられた発

表案件が１件しかない

ことが分かる。その一方

で、順位は下位から上位

まで、まんべんなく位置

取りされていることか

ら、多くの研究技術開発

案件で研究者側から一

定程度の役割を期待され、   図表５ 対象者Ｂの口頭発表案件における発表者数に対する著者順位 

0.1 

 

 図表２ 「技術」に関係する成果発表 

                     図表３ 「技術」及び「技術系人材」に関係する成果 

                       発表が行われた第３０回年次学術大会セッション 

 

ないものの減少が窺える傾向が見られた（図表２）。 

さらに、「＊＊技術＊＊」といった形態の中で「技術者」「技術系人材」という表記形態をとり、技術

系人材に関して論じている成果発表を抽出した。図表３は、直近の第３０回年次学術大会を対象として、

それらの表記を含む研究発表が行われたセッションを分析したものである。多くの発表が行われる「技

術経営」セッションで技術系人材に関連する発表が行われているものの、件数は限定的であって、過去

４年間の傾向をみても年間２～５件を数える程度である。第２９回年次学術大会では人材セッションが

設けられたが、技術系人材の発表は１件に留まっており、技術に関わる人材が十分に研究対象になり得

ていない状況が窺われる。 

 

３．技術系人材の活動成果分析 

原子力科学研究所の技術系人材は、共通インフラ設備、放射線管理設備、大型研究施設及び分析用の

施設設備に関する運転管理、保守点検並びに性能向上に係る改良活動に従事するとともに、一部の施

設・設備においてＲ＆Ｄに係る業務も実施している[8]。それらの活動については、各業務を担当する技

術系職員等が報告書や論文等に取りまとめた後、著作物として成果登録システム JOPPS に登録され、

外部向けに公開されている[2]。また、高度な技能を有する技術系職員はＲ＆Ｄの成果等を各種学会で筆

頭講演者として口頭発表しており、その発表抄録が JOPPS に登録されている。 
これまでの分析研究において、イノベーション創出に貢献できそうな高度な技能を有すると見込まれ

る技術系職員 14 名を把握することができ、著作物を取りまとめる際に重視している具体的キーワード

を把握できた[7]。本稿では、これらの技術系職員の著作物及び口頭発表のうち、日本原子力研究開発機

構が発足して以降に取りまとめられて平成 27 年 7 月末時点で公開されていた成果を分析対象とする。

なお、出願特許案件は今回取り扱う著作物には含まれていない。 

 

（１）分析対象者の抽出 

研究系職員と技術系職員が連携して創出した研究技術開発成果において、技術者の貢献度は成果に記

載された著者の順位から推測できる。また、関連する研究技術開発の成果を主著者と副著者に区分し網

羅的に分析することによって、研究系職員との作業分担や、研究系職員が主宰する研究技術開発におけ

る連携の強弱も推測が可能である。 
高度な技能を有すると見込まれる技術系職員について、各技術系職員の全ての成果を著作物及び口頭

発表に区分し、さらに主著者または副著者に区分した。全ての成果件数に対する筆頭著作の件数及び口

頭発表件数は、概ね正の相関関係にあるが、一部の技術系職員に異なる特徴が見られた。具体的には、
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第 5 期科学技術基本計画によって設定された 
主要指標の今後の見通しについての考察 

 

○富澤宏之（文部科学省 科学技術・学術政策研究所）  
 
 

概要

第 5 期科学技術基本計画（以下、特に必要が無い

限り「基本計画」と略記）においては 21 種類の主

要指標と 8 つの目標値が設定された。このことは、

今後の日本の科学技術イノベーション政策にどのよ

うな影響をもたらすであろうか。本発表では、この

問いに向けた基礎的な考察を行う。まず、“指標”の

基礎概念について整理し、それを基に、基本計画の

実施や評価の過程において“指標”が果たす役割に

ついて理論的な考察を行う。また、設定された主要

指標が現時点でどのような状況にあるのかを実際の

データを参照して検討し、今後 5 年間ほどの期間に

おける見通しを示す。さらに現時点ではデータの入

手が不安定な「特許に引用された科学論文」という

指標について、独自のデータに基づく考察を述べる。 
 

１．“指標”の概念についての考察

基本計画に伴う“指標”について考察するための

基礎として、“指標”の概念について考察する。指標

の概念について検討した例として、筆者による理論

的考察がある（参考文献[1]）。この考察は、基本的

に “分析”のための指標（あるいは後述する“現状

報告”のための指標）を想定したものであり、本報

告の論点に合わせて整理すると、以下のようにまと

めることができる。 
指標の機能を考えてみると、指標とは「認識主体

と対象の間に介在して機能し、対象に関する認識を

助ける情報を提供するもの」と言える。また、認識

主体（認識する人）は対象について、指標とは別の

何らかの情報（例えば、伝聞や文章）も有しており、

それを指標から得られる情報と組み合わせることに

より、対象について総合的に理解することが一般的

である（図１）。言い換えれば、個々の指標は、対象

が本来もっている多様な側面のうち、ある面につい

ての情報を提供するに過ぎない。 

 
 
 
 
 

図１ 指標の機能（基本的な図式化）

注：矢印は情報の流れを示す．実線の矢印は指標を通じた情報、
点線の矢印は指標とは別に得た情報の流れを示している．
出典：参考文献 （筆者の論考）の図

 
さらに、指標の機能について、人間の認識や思考

という点から考えると、それぞれの指標には、元に

なる“ルートコンセプト”（根底概念）があり、その

“ルートコンセプト”が可操作化されたものが指標

である、とモデル化できる（図２）。多くの場合、“ル

ートコンセプト”は抽象的な概念であり、そのまま

では測定できないが、観測可能なものに変換（可操

作化）することにより、具体的な指標となる。さら

に、数量化の手続き（測定）を経て得られたデータ

が実際の指標となる。 
 
 
 
 
 
 

図２ 指標の機能に関する概念的枠組みの一部

出典：参考文献 （筆者の論考）の図 の主要部分

 
例えば、科学技術政策における議論では、“研究力”

を定量的に示したい、という場合がしばしば生じる。

“研究力”は抽象的な概念であり、そのままでは測

定できないため、“研究力”を反映しているデータは

何かを考える必要がある。そして、研究人材の人数

という指標や、あるいはより研究のアウトプット側

の指標として、国際的な学術誌に発表された論文の

認識主体対象

指標

可操作化

指標
（観測可能な概念）

ルートコンセプト
（多くの場合、抽象的な概念）

1D05着実に成果を上げることを通じて、高度な保有技術に対する信頼を築いていることが推測できる。 
著作物案件に対する分析結果においても、極端な偏りがなくまんべんなく位置取りがされており、長

期間を要する研究技術開発においても継続した役割分担を求められ責務を果たしていることが窺える。 

 

（ⅲ）イノベーションを担う人材としての技量 

分析対象者のＡとＢの両名とも、研究系職員が取りまとめる毎年の研究技術開発活動に継続して参画

していること、その研究技術開発活動での貢献度を著作物や口頭発表によって明確に確認できること等

から、イノベーション人材に必要不可欠である研究者との連携力、研究開発活動において分担した課題

に対する成果創出力を備えていることが窺える。 

 

４．まとめ 

原子力科学研究所に在籍する技術系の人材が創出した研究技術開発成果情報を定量的に分析し、イノ

ベーション創出に貢献できる高い技能の技術系人材の人物像を論じた。分析対象者とした２名ともイノ

ベーション創出人材として高い期待があることが示された。この成果創出活動の評価を通して、イノベ

ーションを担う人材の技量判定への活用の可能性も示された。 
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